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仕 様 書 

 

１ 件 名 

令和５年度観光経営力強化セミナー等の運営業務委託 

 

２ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 

３ 履行場所 

公益財団法人東京観光財団（以下「財団」という。）の指定する場所 

 

４ 目 的 

今般のコロナ禍により打撃を受けた観光関連事業者（旅行、宿泊、小売、飲食、観光施設、観

光関連サービス等の事業者を指す。）に対し、経営改善、収益確保及び新規事業創出等を図って

いくために必要な経営ノウハウを提供するセミナーや、東京都や財団が提供する支援メニュー

を案内する事業説明会等を開催する。また、事業者間の連携を促進できるよう事業者交流会も

開催する。 

 

５ 実施体制 

（１）実施体制 

ア 受託者は、本事業の開始にあたって、本事業における実施体制を明確化し、パートナー 

会社を含めた体制管理方法及びリスク管理方法を財団に提示し、財団の承認を得ること。 

イ 受託者は、観光関連事業者のニーズを的確に捉え、セミナー等の開催内容に反映するた 

め、当プロジェクトチーム内に、観光業界や経営支援に関する専門知識を十分に有するス

タッフの配置を行うこと。 

（２）スケジュール管理 

受託者は、本事業の開始にあたって、本事業の履行に係るスケジュール等を明らかにした 

事業計画書を財団に提示し、財団の承認を得ること。 

受託者は、財団との連絡を密にするとともに、資料準備や会場設営等、業務について適宜 

進捗状況を報告し、財団の確認を都度得ること。また、業務の円滑な遂行に留意し、進捗状 

況報告に対する財団の指示を遵守すること。 

（３）新型コロナウイルス感染症対策への対応 

ア 新型コロナウイルス感染症対策を徹底すること。 

イ 現段階では、リアル開催及びオンラインライブ配信によるハイブリッド形式を想定する

が、新型コロナウイルス感染症の状況に応じ、開催方法について変更がある際は、都度、

財団と協議し対応すること。なお、ライブ配信の場合、スムーズな運営を行うため、受講

者のサポートや進行の補佐を務めるテクニカルスタッフを配置すること。また、受講者に

よっては、オンラインに不慣れなことも想定されるため、操作に関するサポート等も行う

こと。 
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６ 委託内容 

（１）観光経営力強化セミナー及び事業者交流会の開催 

観光関連事業者が経営改善、収益確保及び新規事業創出等を図っていくために必要な経営

ノウハウを提供する、観光経営力強化セミナー（以下「セミナー」という。）及び事業者交流

会を下記のとおり企画・開催すること。 

ア 開催概要 

① 実施日 

      令和６年３月上中旬までの間に、観光関連事業者が参加しやすい日程で実施すること。 

   ② 会場 

     東京 23 区内（及び多摩地域内）の主要ターミナル駅からアクセスしやすい地域に立地

し、対象人数が収容可能であり、滞りなく開催可能であること（形態・導線等）。 

     なお、事業者交流会も予定していることから、ユニークべニュー施設やホテル等のバ

ンケットルームなど、観光産業のイベントとして相応しい会場を提案すること。 

③ 受講対象者 

都内の観光関連事業者を中心とする。 

④ 実施形式 

リアル開催及びオンラインライブ配信のハイブリッド形式により実施すること。ただ

し新型コロナウイルス感染症の状況等により実施が困難な場合には、財団と協議の上、

オンライン開催に切り替えること。 

⑤ 対象人数 

各回 100 名程度（リアル開催及びオンラインライブ配信の合計） 

⑥ 実施回数 

４回 

   ⑦  構成 

     第一部：基調講演 （１時間程度） 

     第二部：事業説明会 （講演者は財団職員、30 分程度） 

     第三部：事業者交流会 （テーブルトップ形式の展示商談会/交流会） 

イ 会場手配 

会場の借り上げ、会場設営準備（照明・音響・映像含む）・実施・片付け（原状回復含む。） 

を実施すること。 

ウ 基調講演の企画・手配・調整 

① 最新の業界動向や観光関連事業者のニーズ、今後の経済状況及びトレンド等を見据え

た旅行需要に係る課題や展望などを考慮し、観光関連事業者の経営力強化に資する 1 時

間程度の基調講演を企画提案し、運営すること。 

企画にあたっては、各回において受講対象者を設定し、集客しやすい内容とすること。

なお、講師の選定にあたっては、実践的な知識の提供やネームバリューの高さも意識す

ること。 

最終的な基調講演の内容及び講師の選定については、観光関連事業者の要望等を取り

入れ、財団と協議の上決定すること。 
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    【基調講演テーマ（例）】 

〇 観光業界全般のトレンド 

〇 経営強化 

〇 DX・デジタルマーケティング 

〇 SDGｓ・サスティナブル 

〇 新商品・サービスの開発 

〇 インバウンド 

〇 ファイナンス（資金調達） 等 

② 基調講演者と登壇にかかる調整を行うこと。謝金や旅費も本契約に含むものとする。 

エ 事業者交流会について 

① 概要 

観光関連事業者を中心に都内事業者を対象として、B to B のマッチング、連携促進等

を行う機会を創出していくためのテーブルトップ形式の展示商談会及び交流会を開催し、

運営すること。また、観光関連事業者が相互または他業種とのマッチングや連携促進を

しやすいよう、参加促進につながる具体性のあるテーマを提案し、財団と協議の上で決

定すること。 

当日の開催内容についても、B to B のマッチング等の促進によりつながるものとなる 

よう提案し、財団と協議の上で実施すること。なお、交流会には軽食等の提供も想定し

ている。 

② 出展者 

各回２０社程度 

※観光関連事業者が高い関心を持つテーマに絞り、財団と協議の上決定し出展を募る 

こと。 

③ 新型コロナウイルス感染症対策を講じたテーブルトップ形式の展示商談会とし、商品・ 

サービスの PR ができる机を用意するとともに、２組程度が自由に商談できるスペース

を設けること。 

④ 観光関連事業者同士の交流を促すための導線や見せ方、仕組み等を検討し実施するこ

と。 

オ 事務局業務 

① 参加申し込みに必要な入力事項の洗い出しや、ウェブサイトにアップすべき内容を財

団に提供し、承認を得ること。募集フォーム及び募集方法等は、財団と協議すること。 

② 参加者のサポートをすること。 

③ 出展者対応を行うこと。 

カ 参加申込受付及び参加者名簿の作成 

参加希望者等の問い合わせに対応し、参加者の申し込み受付・集計・情報管理を行うこ 

と。なお、参加者名簿には、参加者の属性、住所、氏名及び連絡先（電話、電子メール）等

を記載すること。参加者定員に達しない場合は、再度募集をかけること。 

キ 当日対応 

① 当日の受付対応、テクニカル対応、講演者及び参加者対応を行うこと。 

② 出展者対応を行うこと。 
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③ 会場と調整の上で予め準備した必要な機器（パソコン、プロジェクター、スクリーン、 

プリンター等）を設置し、開催に支障がないようにすること。セミナーに必要な備品や

機器の運搬や使用に関する経費は、全て本契約に含むものとする。 

④ セミナーに必要な資料は、事前に財団に提出し、内容等について確認を受けた上で作 

成及び使用すること。当セミナーのために作成した資料等にかかる経費は全て本契約に

含めるが、市販の書籍等を使用する場合は、受託者の負担において用意し、配布するこ

と。 

⑤ 記録写真の撮影をすること。なお、撮影は参加者の個人情報に充分留意し、セミナー 

開催前に予め撮影について参加者に告知したうえで行うこと。 

ク ウェブアンケートの実施 

    ウェブアンケート調査票を提案・作成し、参加者に対して実施すること。また必須項目 

として、セミナーに対する満足度・意見・改善点等を含むこととし、財団と協議の上決定

すること。また、展示商談会にどの程度参加したかの調査をすること。 

アンケート回収後、全ての集計結果を取りまとめ、個票と併せて財団に提出すること。 

① データ分析 

アンケート結果等をもとに、本事業の効果等について、定量的・定性的な分析を行う 

こと。 

② その他 

参加者の意見等により、セミナーの実施成果や今後の取組の方向性について検証が行 

えるよう、アンケート項目を設計すること。項目設計の詳細については、事前に財団と

協議の上決定すること。    

 

（２）広告又は PR 活動等の展開 

広告又は PR 活動を実施する前には、その手法について具体的に記載した資料を作成し、 

財団と協議の上で決定すること。なお、経費については全て本委託に含むものとする。 

ア （１）のセミナーを広く観光関連事業者に知らしめ、出展や参加を促すような効果的な 

広告又は PR 活動を提案し実施すること。 

イ 財団ではこのセミナーの他に東京都や財団が提供する観光関連事業者への支援メニュー

を案内する事業説明会等を 20 回程度開催する予定である。この事業説明会についても参加

を促すような効果的な広告又は PR 手法を提案し、実施すること。 

 

７ 納品物 

以下（１）から（５）を納品すること。データについては、全ファイルウイルスチェックの

上、電子媒体に保存し、財団へ３部納品すること。 

（１）実施報告書 

   セミナー終了後、速やかに個別に実施概要（日時、参加人数、実施内容詳細、質疑応答等） 

等を取りまとめること。また、セミナーの内容を決定するために行った調査の詳細及びアン

ケート結果についてもあわせて取りまとめること。 

（２）セミナーの申込者リスト及び出欠リスト 

（３）講演録（録画） 
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（４）説明会等で使用した資料等 

（５）セミナーのアンケート用紙（回収分）及びアンケート集約・分析結果 

 

８ 支払い方法 

受託者への支払は、委託完了届等による財団担当者の検査終了後、受託者からの支払請求書

に基づいて委託料を一括で支払いを行う。 

 

９ 第三者委託の禁止 

本委託事業は、原則として第三者に委託させてはならない。ただし、事前に文書により、財 

団と協議し承認を得た事項については、この限りではない。 

 

10 制作物に関する権利の帰属  

（１）本件委託においては、著作権の取扱いに十分注意すること。 

（２）本件委託の履行に伴い発生する成果物に対する著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条の権 

利を含む。）は、全て東京都及び財団に帰属する。 

（３）本件委託により得られる著作物の著作者人格権について、受託者は将来にわたり行使しな 

いこと。また、受託者は本作品の制作に関与した者について著作権を主張させず、著作者人 

格権についても行使させないことを約するものとする。ただし、東京都及び財団が本件制作 

物を再編集などの改変を加えて利用する場合、東京都及び財団は事前に受託者にその旨通告 

し、承認を得るものとする。 

（４）本件に使用する映像、イラスト、写真、その他資料等について、第三者が権利を有するも 

のを使用する場合には、使用の際、あらかじめ東京都及び財団に通知するとともに、第三者 

との間で発生した著作権その他知的財産権に関する手続や使用権料等の負担と責任は、全て 

受託者が負うこと。  

（５）上記（１）・（２）・（３）及び（４）の規定は、「９ 第三者委託の禁止」により第三者に委託 

した場合においても適用する。受託者は、第三者との間で必要な調整を行い、第三者との間 

で発生した著作権その他知的財産権に関する手続や使用権料等の負担と責任を負うこと。  

（６）その他、著作権等で疑義が生じた場合は、別途協議の上、決定する。 

 

11 委託事項の遵守・守秘義務  

（１） 受託者は、本契約業務の実施にあたり、関係法令、条例及び規則等を十分に遵守すること。 

（２）受託者は､本契約の履行により知り得た業務委託の内容を、第三者に漏らしてはならない。 

 

12 個人情報の保護  

（１）別紙「電子情報処理業務に係る標準特記仕様書」に定められた事項を遵守すること。 

（２）本事業において保護すべき「個人情報」とは、本事業を遂行するために財団が収集・保管

する情報のうち以下の事項をいう。 

・講師の連絡先・メールアドレス・顔写真データなど 

・本セミナー申込者の氏名・連絡先・メールアドレスなど 

・本事業の遂行にあたって入手した財団及び関係者の氏名・連絡先・メールアドレスなど  
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（３）本事業実施にあたり、「９ 第三者委託の禁止」により財団の承諾を得て一部業務を再委託

させる事業者においても、当該事業者が当事業における個人情報を扱う場合は、別紙「電子

情報処理業務に係る標準特記仕様書」にある事項を遵守させること。また、再委託させる事

業者は、以下のいずれかを取得している（あるいは今後取得予定である）ことが望ましい。 

ア 一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）が運用する ISMS 適合性評価制度に 

おける ISO/IEC27001 と同程度の認証  

イ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）の認定するプライバシーマークと同 

程度の認証書類 

 

13 その他 

（１）仕様書にない条件については、両者協議の上、決定する。 

（２）その他条件が変更となる場合は、都度両者協議の上、変更する。 

（３）新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、天変地異、政治状況の劇的な変化等により、本

事業を中止する場合がある。その場合は契約書第 17 条に則り履行完了部分に対して代金を支

払うものとし、手配事項のうちキャンセルポリシーが定められているものについては 別途そ

のポリシーに従い代金を支払う。 

（４）本委託においては、業務の履行にあたって、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に努め 

ること。 

（５）財団は必要に応じて本契約に係る情報（受託者名・契約種別・契約件名及び契約金額等）

を公開することがあるが、受託者はこれを了承するものとする。 

（６）本契約は、令和５年度東京都予算が東京都議会において委託契約前に可決・成立し、令和

５年度財団収支予算が令和５年３月 31 日までに財団評議員会で承認された場合において、 

令和５年４月１日に確定するものとする。 

 

＜連絡先＞  

公益財団法人東京観光財団 観光産業振興部 観光産業振興課（担当：本間、松岡） 

      〒162-0801 東京都新宿区山吹町 346番地６ 日新ビル 2階 

      ＴＥＬ：03-5579-8873  


